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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第76期
第１四半期
連結累計期間

第77期
第１四半期
連結累計期間

第76期

会計期間
自  平成23年４月１日

至  平成23年６月30日

自  平成24年４月１日

至  平成24年６月30日

自  平成23年４月１日

至  平成24年３月31日

売上高 (百万円) 7,892 7,048 29,767

経常利益 (百万円) 257 353 1,096

四半期純利益
又は当期純損失（△）

(百万円) 493 196 △1,539

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 485 176 △1,555

純資産額 (百万円) 2,980 3,460 3,340

総資産額 (百万円) 24,260 22,487 23,531

１株当たり四半期純利益金額
又は当期純損失金額（△）

(円) 20.29 8.10 △63.33

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 12.3 15.4 14.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 991 529 2,580

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 362 △79 444

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △455 △1,057 566

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 1,454 3,541 4,148

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

 　　３. 第76期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。

 　　４. 第76期第１四半期及び第77期第１四半期の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。

　

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容について、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

　当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災の復興需要等により、一部に緩やか

な回復基調が見られるものの、電力の安定供給に対する懸念や、消費税増税議論に伴う消費マインドの

低下、欧州債務危機問題に伴う円高の長期化などから、依然として先行きが不透明な状況が続いており

ます。当社の中核事業である外食業界においても、長引くデフレ経済下において低価格志向が継続し、

厳しい経営環境となりました。

　こうした厳しい経済環境にありながらも、中期的な成長と拡大に向け「既存事業のバリューアップに

よる基礎収益力の向上」「本部機能の集中化による価値競争力の向上」「内部統制の推進によるマネ

ジメント力の向上」の３つを基本戦略とし、景気低迷期における収益体質の強化をさらに進めており

ます。

　これらの結果、当第１四半期連結累計期間の当社グループの売上高は7,048百万円（前年同四半期比

10.7％減）、営業利益は417百万円（同25.9％増）、経常利益は353百万円（同37.5％増）、四半期純利

益は196百万円（同60.1％減）となりました。なお、前年同四半期には持分変動利益（特別利益）588百

万円が含まれております。

　セグメントの業績は以下のとおりです。

　当第１四半期連結累計期間における外食サービス事業においては、食の安全・安心を第一に置きつ

つ、継続的なＱＳＣＡ向上への取り組みや、リニューアル等による既存店舗の付加価値向上を進めてま

いりました。また、大型居酒屋業態においては、宴会メニューの充実を図るほか、お昼の宴会プランを設

定するなど、店舗の効率的な運営に取り組んでおります。一方でお客様の満足度に関連しない販管費コ

ストについては、継続的に削減をおこなってまいりました。

　その結果、売上高は6,282百万円（前年同四半期比12.1％減）となりましたが、営業利益は452百万円

（同15.4％増）となりました。なお、前年同四半期の実績には、前年５月に連結除外となった㈱ＮＢＫ

の実績が含まれております。

　当第１四半期連結累計期間における印刷流通事業については、業界を取り巻く経営環境は依然として

厳しいものの、内製化率の向上に積極的に取り組み、収益体質の改善が進みました。

　その結果、売上高は765百万円（前年同四半期比2.8％増）、営業利益は63百万円（同190.7％増）とな

りました。
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(2) 財政状態の分析

　当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ1,044百万円減少し、22,487百万円

となりました。これは、有形固定資産が172百万円減少したこと、敷金及び保証金が40百万円減少したこ

と、現金及び預金が607百万円減少したこと等によるものであります。

　一方、負債の部では、借入金が901百万円減少したこと、割賦未払金が53百万円減少したこと、店舗閉鎖

損失引当金が43百万円減少したこと等により、負債合計は前連結会計年度末に比べ1,164百万円減少

し、19,026百万円となりました。

　純資産の部は、資本剰余金が剰余金の配当により60百万円減少したこと、四半期純利益により利益剰

余金が196百万円増加したこと等により、純資産合計は前連結会計年度末に比べ120百万円増加し、

3,460百万円となりました。

　この結果、自己資本比率は前連結会計年度末に比べ1.2ポイント上がり15.4％となり、１株当たり純資

産は43円61銭となりました。

　
(3) キャッシュ・フローの状況分析

　当第１四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、営業活動に

よる資金収入529百万円（前年同四半期比46.6％減）、投資活動による資金支出79百万円（同441百万

円増）、財務活動による資金支出1,057百万円（同601百万円増）により、前連結会計年度末に比べ607

百万円減少し3,541百万円となりました。

　当第１四半期連結累計期間に係る区分ごとのキャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当第１四半期連結累計期間における営業活動による資金の増加は、税金等調整前四半期純利益が347

百万円、減価償却費291百万円、のれん償却費51百万円、減損損失9百万円等により529百万円の資金収入

となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第１四半期連結累計期間における投資活動による資金の減少は、既存店のリニューアルや新規出店

等に伴う固定資産の取得による支出78百万円、敷金・保証金の支払20百万円等により、79百万円の資金

支出となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第１四半期連結累計期間における財務活動による資金の減少は、長期借入金の返済による支出901

百万円、長期未払金の返済による支出53百万円等により、1,057百万円の資金支出となりました。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 80,000,000

Ａ種優先株式 2,400

計 80,000,000

(注)  当社の発行可能株式総数は80,000,000株であり、普通株式の発行可能種類株式総数及びＡ種優先株式の発行可能

種類株式総数の合計数とは異なります。

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成24年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成24年８月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 24,324,70024,324,700
大阪証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ

（ スタンダード ）
単元株式数は100株であります。

Ａ種優先株式 2,400 2,400 非上場 （注）

計 24,327,10024,327,100― ―

(注)　Ａ種優先株式の内容は次のとおりであります。

(1) 単元株式数は１株であります。

(2) 議決権

Ａ種優先株式は資金調達及び株式の希薄化を防ぐことを目的として発行しており、Ａ種優先株式を有する株

主（以下「Ａ種優先株主」という。）は、株主総会において議決権を有しない。

(3) 譲渡制限

譲渡によるＡ種優先株式の取得については、当会社取締役会の承認を要する。

(4) 剰余金の配当

①優先配当金

当会社は、事業年度の末日を基準日として剰余金の配当を行うときは、当該基準日の最終の株主名簿に記

録されたＡ種優先株主又はＡ種優先株式の登録株式質権者（以下「Ａ種優先登録株式質権者」という。）

に対し、普通株式を有する株主（以下「普通株主」という。）又は普通株式の登録株式質権者（以下「普

通登録株式質権者」という。）に先立ち、Ａ種優先株式１株につき50,000円（但し、平成24 年３月31日を

基準日として剰余金の配当を行うときは25,000円とする。以下「Ａ種優先配当金」という。）を支払う。

②累積条項

ある事業年度においてＡ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対して支払う１株あたりの剰余金の

配当の額が、Ａ種優先配当金の額に達しないときは、その不足額は翌事業年度以降に累積する。累積した不

足額（以下「Ａ種優先累積未払配当金」という。）については、当該翌事業年度以降、Ａ種優先配当金及び

普通株主又は普通登録株式質権者に対する剰余金の配当に先立ち、Ａ種優先株主又はＡ種優先登録株式質

権者に対して支払う。

③非参加条項

Ａ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対しては、Ａ種優先配当金を超えて配当は行わない。但し、当

会社が行う吸収分割手続の中で行われる会社法第758条第８号ロ若しくは同法第760条第７号ロに掲げる

剰余金の配当又は当会社が行う新設分割手続の中で行われる同法第763条第12号ロ若しくは同法第765条

第１項第８号ロに掲げる剰余金の配当についてはこの限りではない。

(5) 残余財産の分配

①残余財産の分配額

当会社は、残余財産の分配をするときは、Ａ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対して、普通株主又

は普通登録株式質権者に先立ち、Ａ種優先株式１株につき、1,000,000円及びＡ種優先累積未払配当金相当

額の合計額を支払う。

②非参加条項
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Ａ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対しては、上記①のほか、残余財産の分配は行わない。

(6) 金銭を対価とする取得請求権（償還請求権）

Ａ種優先株主は、平成26年９月30日以降、毎年10月１日（但し、10月１日が営業日でない場合は、翌営業日と

する。以下「償還請求日」という。）に、法令上可能な範囲で、かつ下記①に定める上限の範囲内において、当

会社に対して、金銭の交付と引換えに、その有するＡ種優先株式の全部又は一部を取得することを請求（以

下「償還請求」という。）することができるものとし、当会社はＡ種優先株主が償還請求をしたＡ種優先株

を取得するのと引換えに、下記②に定める額（以下「任意償還価額」という。）の金銭を、当該Ａ種優先株主

に対して交付するものとする。なお、下記①に定める上限を超えて償還請求が行われた場合、取得すべきＡ種

優先株式は、各Ａ種優先株主が償還請求をしたＡ種優先株式の数に応じた按分比例の方法による。

①取得株式数の上限

Ａ種優先株主は、各償還請求日において、Ａ種優先株式800株を上限として、償還請求をすることができる。

但し、ある償還請求日において当会社が取得したＡ種優先株式の数が、かかる上限の数に達しないときは、

その不足分は次回以降の償還請求日に累積する。

②任意償還価額

任意償還価額は、Ａ種優先株式１株につき、1,000,000円及びＡ種優先累積未払配当金相当額の合計額とす

る。

(7) 金銭を対価とする取得条項（償還条項）

当会社は、平成26年９月30日以降いつでも、当会社取締役会が別に定める日が到来することをもって、法令上

可能な範囲で、金銭の交付と引換えに、Ａ種優先株式の全部又は一部を取得することができる。この場合、当

会社は、かかるＡ種優先株式を取得するのと引換えに、Ａ種優先株式１株につき1,000,000円及びＡ種優先未

払累積配当金相当額の合計額の金銭をＡ種優先株主に交付するものとする。なお、複数のＡ種優先株主から

Ａ種優先株式の一部を取得する場合は、按分比例の方法により決定する。

(8) 株式の分割又は併合等

①当会社は、Ａ種優先株式について、株式の分割又は株式の併合は行わない。

②当会社は、Ａ種優先株主には、募集株式又は募集新株予約権の割当てを受ける権利を与えず、また株式又は

新株予約権の無償割当てを行わない。

(9) 会社法第322条第２項に規定する定款の定めの有無

会社法第322条第２項に規定する定款の定めはありません。
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(2) 【新株予約権等の状況】

当第１四半期会計期間において発行した新株予約権は次のとおりであります。
　

決議年月日 平成24年３月23日

新株予約権の数(個) 50

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 5,000

新株予約権の行使時の払込金額(円) １

新株予約権の行使期間 平成24年４月１日～平成25年３月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　　838
資本組入額　　419

新株予約権の行使の条件

新株予約権の割当てを受けた者（以下、「新株予約権
者」という。）は、権利行使時において当社または当社子
会社の取締役、監査役、執行役員、使用人または顧問である
ことを必要とする。ただし、正当な事由があると取締役会
が認めた場合はこの限りではない。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡により取得するには、当社取締役会の
承認を必要とする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成24年４月１日～
平成24年６月30日
（注）

5,00024,327,100 ２ 2,767 ２ 2,007

(注)  新株予約権の行使による増加であります。

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　 　 　 平成24年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 Ａ種優先株式　2,400 ―

Ａ種優先株式の内容は、「１ 株式等
の状況」の「(1)株式の総数等」の
「②発行済株式」の注記に記載され
ております。

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式　　　2,400

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

24,321,400　
243,214 ―

単元未満株式 普通株式　　　　900 ― １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 24,327,100― ―

総株主の議決権 ― 243,214 ―

(注)  「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が2,500株含まれております。ま

た、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数25個が含まれております。

　

② 【自己株式等】

　 　 平成24年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社ヴィア・ホール
ディングス

東京都文京区関口１丁目
43番５号

2,400 ― 2,400 0.01

計 ― 2,400 ― 2,400 0.01

　

　

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第２項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成し

ております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成24年４月　１

日から平成24年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24年６月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、御成門公認会計士共同事務所の公認会計士佐藤昌俊氏及び十川稔

氏による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,148 3,541

受取手形及び売掛金 ※2, ※3
 1,081

※2
 1,018

商品及び製品 36 38

仕掛品 54 63

原材料及び貯蔵品 184 181

繰延税金資産 89 107

その他 505 479

貸倒引当金 △42 △44

流動資産合計 6,057 5,385

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 6,457 6,405

機械装置及び運搬具（純額） 445 446

工具、器具及び備品（純額） 506 490

リース資産（純額） 369 342

土地 1,746 1,746

建設仮勘定 80 4

有形固定資産合計 9,607 9,435

無形固定資産

のれん 2,151 2,129

その他 408 380

無形固定資産合計 2,559 2,510

投資その他の資産

投資有価証券 969 932

長期貸付金 21 20

敷金及び保証金 3,178 3,137

繰延税金資産 1,073 1,005

その他 53 49

貸倒引当金 △4 △4

投資その他の資産合計 5,291 5,140

固定資産合計 17,459 17,086

繰延資産 15 15

資産合計 23,531 22,487
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※3
 2,023

※3
 2,011

短期借入金 1,988 2,100

未払金 495 475

未払費用 685 612

未払法人税等 78 93

賞与引当金 220 272

店舗閉鎖損失引当金 113 70

その他 602 548

流動負債合計 6,205 6,185

固定負債

長期借入金 12,895 11,881

その他 1,090 959

固定負債合計 13,985 12,840

負債合計 20,190 19,026

純資産の部

株主資本

資本金 2,765 2,767

資本剰余金 5,045 4,987

利益剰余金 △4,325 △4,128

自己株式 △1 △1

株主資本合計 3,483 3,624

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △126 △149

繰延ヘッジ損益 △16 △14

その他の包括利益累計額合計 △142 △163

純資産合計 3,340 3,460

負債純資産合計 23,531 22,487
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年６月30日)

売上高 7,892 7,048

売上原価 2,751 2,507

売上総利益 5,141 4,540

販売費及び一般管理費 4,809 4,122

営業利益 331 417

営業外収益

受取利息及び配当金 8 9

その他 27 23

営業外収益合計 36 32

営業外費用

支払利息 106 93

その他 4 3

営業外費用合計 110 96

経常利益 257 353

特別利益

固定資産売却益 2 －

投資有価証券売却益 20 －

持分変動利益 588 －

店舗閉鎖損失引当金戻入額 － 11

その他 0 －

特別利益合計 612 11

特別損失

固定資産除却損 0 7

減損損失 223 9

店舗閉鎖損失 63 －

その他 14 0

特別損失合計 300 17

税金等調整前四半期純利益 568 347

法人税、住民税及び事業税 29 87

法人税等調整額 45 63

法人税等合計 75 150

少数株主損益調整前四半期純利益 493 196

四半期純利益 493 196
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 493 196

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △7 △23

繰延ヘッジ損益 － 2

その他の包括利益合計 △7 △20

四半期包括利益 485 176

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 485 176

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 568 347

減価償却費 333 291

のれん償却額 71 51

繰延資産償却額 － 1

減損損失 223 9

貸倒引当金の増減額（△は減少） △0 1

賞与引当金の増減額（△は減少） 124 52

店舗閉鎖損失引当金の増減額（△は減少） 7 △43

新株予約権発行に伴うみなし人件費 2 4

受取利息及び受取配当金 △8 △9

支払利息 106 93

持分変動損益（△は益） △588 －

投資有価証券売却及び評価損益（△は益） △20 －

固定資産除売却損益（△は益） △2 7

売上債権の増減額（△は増加） △15 63

たな卸資産の増減額（△は増加） 4 △8

その他の流動資産の増減額（△は増加） △15 29

仕入債務の増減額（△は減少） 76 △11

未払消費税等の増減額（△は減少） △44 △15

その他の流動負債の増減額（△は減少） 327 △102

その他 △15 △43

小計 1,135 719

利息及び配当金の受取額 8 9

利息の支払額 △107 △119

法人税等の支払額 △45 △79

営業活動によるキャッシュ・フロー 991 529

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △35 △78

有形固定資産の売却による収入 2 －

無形固定資産の取得による支出 △1 △37

投資有価証券の取得による支出 △0 △0

子会社株式の売却による収入 ※2
 100 －

短期貸付金の増減額（△は増加） 117 0

長期貸付金の回収による収入 0 0

長期未収入金の増減額（△は増加） 3 3

敷金及び保証金の差入による支出 △16 △20

敷金及び保証金の回収による収入 194 55

預り保証金の返還による支出 △6 △0

預り保証金の受入による収入 3 －

その他 △0 △1

投資活動によるキャッシュ・フロー 362 △79
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(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年６月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △359 －

長期借入金の返済による支出 △0 △901

長期未払金の返済による支出 △58 △53

リース債務の返済による支出 △36 △39

株式の発行による収入 0 0

配当金の支払額 △0 △63

財務活動によるキャッシュ・フロー △455 △1,057

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 898 △607

現金及び現金同等物の期首残高 805 4,148

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 ※2
 △249 －

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 1,454

※1
 3,541
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【継続企業の前提に関する事項】

　該当事項はありません。

　

【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

　該当事項はありません。

　

【会計方針の変更等】

　該当事項はありません。

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

※１．偶発債務

連結会社以外の会社の連帯債務保証義務は次のとおり

です。

　　８店舗に関する賃貸借契約上の賃借人債務の連帯保証

額

　月額賃料　　 19百万円

　　５店舗の転貸保証金の預託に関する保証

　預託金総額　487百万円

　　リース会社に対する保証

　リース残額　121百万円

※２．受取手形割引高は、130百万円であります。

※３．連結会計年度末日満期手形の会計処理について

は、手形交換日をもって決済処理しております。　

　　　なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日であった

ため、次の満期手形が、連結会計年度末日残高に含ま

れております。

　　　　受取手形　　3百万円

　　　　支払手形 　93百万円　

※１．偶発債務

連結会社以外の会社の連帯債務保証義務は次のとおり

です。

　　６店舗に関する賃貸借契約上の賃借人債務の連帯保証

額

　月額賃料　　 14百万円

　　５店舗の転貸保証金の預託に関する保証

　預託金総額　487百万円

　　リース会社に対する保証

　リース残額　109百万円

※２．受取手形割引高は、99百万円であります。

※３. 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理につ

いては、手形交換日をもって決済処理しております。

　　　なお、当第１四半期連結会計期間末日が金融機関の休

日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期

手形が、第１四半期連結会計期間末残高に含まれて

おります。

　　　　 支払手形　86百万円

　

(四半期連結損益計算書関係)

　該当事項はありません。
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前第１四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
至　平成24年６月30日)

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

(平成23年６月30日現在)

現金及び預金 1,454百万円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金

― 百万円

現金及び現金同等物 1,454百万円

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

(平成24年６月30日現在)

現金及び預金 3,541百万円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金

― 百万円

現金及び現金同等物 3,541百万円

※２. 株式の売却により連結子会社でなくなった会社の

資産及び負債の主な内訳

　株式の全部売却により株式会社ＮＢＫが連結子会

社でなくなったことに伴い連結除外した資産及び負

債の内訳並びに株式売却価額と売却による支出は次

のとおりであります。

流動資産 584百万円

固定資産 2,754百万円

流動負債 △1,080百万円

固定負債 △367百万円

少数株主持分 △2,400百万円

連結子会社減少による持分変動利益 588百万円

株式売却益 20百万円

株式の売却価額 100百万円

現金及び現金同等物 △249百万円

 差引：売却による支出 △149百万円

　　　　　　　 ───────────　  
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(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)

１．配当金支払額

該当事項はありません。

　

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

　

当第１四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月28日
定時株主総会

Ａ種優先株式 60 25,000平成24年３月31日 平成24年６月29日 資本剰余金

　

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ  前第１四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 　 （単位：百万円）

　

報告セグメント

その他 合計
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

外食サービ
ス事業

印刷流通事
業

計

売上高 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 7,148 744 7,892 ― 7,892 ― 7,892

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

20 22 43 ― 43 △43 ―

計 7,169 766 7,935 ― 7,935 △43 7,892

セグメント利益 391 21 413 ― 413 △81 331

(注)１.　セグメント利益の調整額△81百万円には、セグメント間取引消去231百万円、のれんの償却額△64百万円、各報

告セグメントに配分していない全社費用△248百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメント

に帰属しない提出会社の管理部門等に係る費用であります。

　　２.　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　
２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

外食サービス事業において、一部の店舗について固定資産簿価の回収が困難であると判断し、223百

万円の減損損失を計上しております。

　
Ⅱ  当第１四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 　 （単位：百万円）

　

報告セグメント

その他 合計
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

外食サービ
ス事業

印刷流通事
業

計

売上高 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 6,282 765 7,048 ― 7,048 ― 7,048

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

0 36 36 ― 36 △36 ―

計 6,282 801 7,084 ― 7,084 △36 7,048

セグメント利益 452 63 515 ― 515 △98 417

(注)１.  セグメント利益の調整額△98百万円には、セグメント間取引消去140百万円、のれんの償却額△51百万円、各報

告セグメントに配分していない全社費用△187百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメント

に帰属しない提出会社の管理部門等に係る費用であります。

　　２.　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　
２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

外食サービス事業において、一部の店舗について固定資産簿価の回収が困難であると判断し、９百万

円の減損損失を計上しております。
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(金融商品関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

　
(有価証券関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

　
(デリバティブ取引関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

　
(企業結合等関係)

該当事項はありません。

　
(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第１四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日)

    １株当たり四半期純利益金額 20円29銭 8円10銭

    (算定上の基礎) 　 　

    四半期純利益金額(百万円) 493 196

    普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

    普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 493 196

    普通株式の期中平均株式数(千株) 27,317 24,318

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　
(重要な後発事象)

　該当事項はありません。

　
２ 【その他】

該当事項はありません。　　
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成24年８月14日

株式会社ヴィア・ホールディングス

取締役会  御中

　

御成門公認会計士共同事務所

　

　 　 公認会計士    佐　藤　 昌　俊　    印

　
　 　 公認会計士    十　川　 稔          印

　
私たちは、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社
ヴィア・ホールディングスの平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結
会計期間(平成24年４月１日から平成24年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成24年４月１日か
ら平成24年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算
書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを
行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
私たちの責任は、私たちが実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す
る結論を表明することにある。私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準
に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
私たちは、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
私たちが実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当
と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ヴィア・ホールディングス及び連結子会
社の平成24年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及び
キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ
なかった。
　
利害関係
会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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